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１．はじめに DX推進計画策定後（R4～）の動きについて

（１）デジタル社会の情勢 （２）区の取組
新型コロナウイルス感染症への対応を契機にテレワー
クやワクチン接種予約など、社会全体でデジタル化の
更なる必要性に迫られました。

これらの諸課題を解決するため、令和３年度に国はデ
ジタル庁を創設し、行政手続きのオンライン化やデー
タの利活用、自治体業務システム標準化などを推進し
てきました。

東京都においても、都全体のデジタル化を加速させ、
デジタル技術を活用して各自治体の住民サービスの向
上を図るため、令和５年度にGovTech東京を設立し
ました。
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取組 課題

人材育成

業務を改善する主体は職員であ

るため、デジタル活用に対する

意識醸成と技術取得に取り組ん

できた（具体的な実績はP５）。

デジタル化が進んでいる所属も

あれば、業務多忙を理由にデジ

タル化に着手できていない所属

もあるため、区役所全体での意

識醸成を更に推進する必要があ

る。

区民
サービス

職員の業務効率化を実現し区民

サービスを向上させるため、オ

ンライン申請システムや書かな

い窓口（窓口DX）、RPAやAI-

OCRなどの様々なデジタルツー

ルの導入を進めてきた（具体的

な実績はP6~7）。

２３区トップクラスのオンライ

ン対応手続数など、拡充が進ん

でいるサービスもある一方で、

書かない窓口など利用件数が少

ないサービスもあるため、更な

るDX推進に向けて利用率向上

を目指す必要がある。

DXを推進するにあたっては、「人材育成」と「区民
サービス」の視点を中心に取り組んできました。



２．DX推進計画の取組事項の実施状況
（１）３本の柱と８つの取組事項

※3本の柱と各取組の対応図（足立区DX推進計画より）

DX推進計画では、「人材育成」と「区民サービ
ス」の２つの視点から下図のように3つの柱を設
け、8つの取組事項を進めてきました。
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取組事項 優先した理由

① 人材育成
（P５）

人材育成
DX推進のためには、職員のデジタルリテラ

シー向上が喫緊の課題であり、「デジタル技

術を取得しツールを使いこなせる」「論理的

思考を身に付け区保有データの分析や利活用

ができる」職員が求められているため。

⑧ データの利活用とEBPM
（P５）

③ RPA・AIの利用促進
（P６）

区民サービス
区民サービスの更なる向上を図るためには、

「職員の事務作業を自動化しサービスの質を高

めるRPAやAIなど新しいデジタル技術」「区役

所へ訪れなくとも行政手続が行えるオンライン

申請システム」といったデジタルツールを導入

し活用していくことが必要であるため。

④ オンライン申請システム
と窓口DX
（P７）

これら８つの取組事項のうち、以下の4つを優先的に進
めてきました。



実施状況・実績
項目 令和４年度 令和５年度 令和6年度

２．DX推進計画の取組事項の実施状況
（２）優先取組事項の実施状況について
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※令和5年度より実施

取組事項 概要

①
人材育成

１ 人材育成
「サービスや業務をどうし

たら改善できるか」といった
DXのマインドセットや、区民
サービス向上や業務改善を実
現するデジタル技術の習得を
進めてきた。 令和６年度

の実績集計
後に改めて
更新

87.7%

２ EBPM研修の実施
（１）参加した職員数

① 自所属業務のロジックモ
デルを作成するワーク
ショップ研修

② EBPMの必要性や事例を
学ぶ動画研修

① 15名
（選抜された主任級）

② 284名
（管理職・係長級）

97.8%

① 15名
（選抜された主任級）

② 247名
（管理職・係長級）

※未実施

⑧
データの
利活用と
EBPM促進

子どもの学力調査や健
康・生活実態調査に関
するデータ

２ EBPMの促進
データを分析しエビデンス

を基に判断するEBPMについ
て、ロジックモデルを身に付
け、データを活用することを
促進してきた。

３ 区保有データの利活用
データ適正利活用推進会議

での審議を通じて適切なデー
タの利活用を図った。

１ DX全体研修の実施
（１）参加した職員数

デジタルによる業務改善への
意識醸成とスキル向上を学ぶ
講義型研修

３ 外部提供の区保有データ

95名
（全階層の職員）

（２）理解した職員割合
※受講後のアンケートより集計



実施状況・実績
項目 令和４年度 令和５年度 令和6年度

２．DX推進計画の取組事項の実施状況
（２）優先取組事項の実施状況について
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取組事項 概要

１ RPA
これまで職員が行ってきた

システム入力などの定型業務
を、ソフトウェアにより自動
化するRPAを拡充し様々な業
務に活用することで、入力時
のミスと作業時間の大幅な短
縮を実現し、業務の効率化を
図ってきた。

２ AI
音声データの自動文字起こ

しや手書き文字の自動読取な
ど、既存のツールを活用しつ
つ、生成AIなど新たなデジタ
ル技術を取り入れてきた。

１ RPAによる作業自動化
（１）新たに自動化した作業数

２ AIツールの活用
① 音声データテキスト化シ
ステムによる自動議事録
作成導入（R4～）

② AI-OCRによる帳票の自動
データ化導入（R5～）

※令和5年より実施

① 保育に関する業務
② 財務会計に関する業務

① 税に関する業務
② 滞納に関する業務
③ 生活保護に関する業務

自動議事録作成
（１）93所属で導入。
（２）自動化により、約
600時間を新たに生
み出す。

帳票の自動データ化
（１）16所属で導入。
（２）区民アンケートや
口座振替納付届など
で、約2,000/月枚の
読取を行う。

３ 生成AIツールの活用

約1,300時間 約5,300時間
令和６年度
の実績集計
後に改めて
更新

③
RPA・AIの
利用促進

17作業 30作業

（２）自動化した主な業務

（３）新たに生み出した時間

ChatGPTの導入
（１）ガイドを策定し、
利用開始する。

（２）活用事例
① 文章校正
② キャッチコピー
のアイデア出し



実施状況・実績
項目 令和４年度 令和５年度 令和6年度

２．DX推進計画の取組事項の実施状況
（２）優先取組事項の実施状況について
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取組事項 概要

④
オンライン
申請システ
ムと窓口DX

１ オンライン申請
「いつでもどこでも繋がる

行政」を実現し区民の利便性
を向上するため、PCやスマー
トフォンを用いて申請ができ
るオンライン申請システムを
導入し、様々な手続のオンラ
イン化を進めてきた。

２ 書かない窓口（窓口DX）
窓口での手続きを簡素化し

来庁者の滞在時間短縮を図る
ため、申請書の事前作成や、
マイナンバーカードなどの本
人確認書類を用いた作成支援
システムを導入した。

１ オンライン申請の導入
（１）オンライン化手続数

※令和5年度より実施

325手続（年度末時点） 469手続（年度末時点）

２ 書かない窓口の導入

【利用件数増への取組】
マイナンバーカードなどを用い

た作成支援機能を令和6年度に実
装する。

（２）オンライン化した主な手続

（３）オンライン申請件数

① 保育施設入所申請
② ワクチン接種予約
③ 戸籍全部事項証明

約110,000件

① 出産・子育て応援
ギフト

② 中学校の学校希望
選択

約170,000件
令和６年度
の実績集計
後に改めて
更新対応手続数

9手続（住所異動など）
対応窓口
18か所（戸籍住民課、
課税課、各区民事務所）

利用件数
35件（事前作成機能に
よる利用のみ。令和６年
１月開始。）



３．DX推進計画の計画期間延伸について

（１）期間延伸の背景・理由
DX推進計画の計画期間は、令和６年度までと
していました。次期計画の更新にあたっては
次の二点を考慮し、令和１０年度まで計画期
間を延伸することとしました。

業務システム標準化

• DX推進計画の取組事項にもある、業務システ
ム標準化が令和７年度に予定されており、稼
働に向けて構築作業や運用検討を行っている
最中です。

• しかし、一部のシステムでは全国的なSE不足
により構築作業に着手できず、全てのシステ
ムで標準化が完了するのは、令和８年度以降
となる見込みです。

• 標準化実施後も、各システムを安定して稼働
させるために当面の間は運用状況を見極める
必要があります。

優先取組事項の継続

• スマートフォンやマイナンバーカードの普及
拡大や公務員数の減少を考慮すると、引き続
き区民サービスの向上と職員の業務効率化を
推進していかなければなりません。

• そのために、オンライン申請システムや書か
ない窓口サービスの拡充、RPAやAIの活用、
データ利活用の促進といった、これまで優先
的に取り組んでいる事項の推進を継続してい
く必要があります。
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３．DX推進計画の計画期間延伸について

（２）延伸期間と次期計画見直し

次期計画の更新にあたっては、業務システム
標準化実施とその後の運用状況を踏まえた上
で行う必要があります。

さらに足立区基本計画とも連動していること
から、基本計画中間検証と時期をあわせて、
令和１０年度に計画の見直しを行うこととし
ます。

次期計画は令和１１年度からとなりますが、
国が改定を行う「自治体デジタル・トランス
フォーメーション（DX）推進計画」の記載内
容や、デジタル技術の進展を踏まえ、必要に
応じて計画の見直しも検討していきます。

DX推進計画の見直しスケジュール

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

足立区DX
推進計画

業務システム
標準化

足立区
基本計画

（国）
自治体DX
推進計画

令和６年までとなっていた計画期間を令和１０年まで延伸

業務システム標準化実施（一部システムは令和８年度以降）

自治体DX推進計画期間終了

基本計画中間検証
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４．延伸期間の取組

成果指標の一例（足立区基本計画より）

成果指標 現状値
（令和５年度）

目標値
（令和１０年度）

RPAで効率化して生み出
した時間 5,328時間 8,880時間

オンラインで申請・届出
ができる手続※の割合 23.2% 100%

EBPMの考え方を身に付け
た職員の割合 97.8% 100%

（１）取組事項の評価と進捗管理

延伸期間においても、優先的取組事項を中心
にDXを推進し、区民サービス向上と職員の業
務効率化を図ります。

これらの取組は、足立区基本計画の施策や重
点プロジェクトの事業とも連動しているもの
もあり、それぞれ成果指標を設け、毎年度評
価を実施して進捗管理を行いながら進めてい
きます。

一方で、国や都の動向に応じて適宜計画を見
直し、デジタル社会の進展に対応できるよう
取組事項も更新していきます。

※ 法令等によりオンライン化が困難な手続を除く。
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